
第4回 受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会  

日時：平成20年11月13日（木）  

13：00～15：00  
場所：厚生労働省共用第8 

次 第  

議 題   

1 たばこ対策及びたばこ業界に関する意見聴取  

○神奈川県保健福祉部健康増進課長  

○日本たばこ産業株式会社 たばこ事業本部 フェロー  

渉外企画部長  

○フィリげモリスゾヤハ0ン株式会社］一軒レートアフェアース◆ デルウト  

○ブリティッシュアメリカンタハ◆］広報・渉外企画統括部長  

ク1レづ0マトゾヤー  

玉井 拙夫  

岩室 佳明  

山下 和人  

ピーター ニクソン  

辻 了介  

土井 克己   

2 質疑応答  

3 その他  



神奈川県の   

受動喫煙防止の取組  ●  

「神奈川県公共的施設における受動  

喫煙防止条例（仮称）」骨子案について   
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低体重出生、早産、周産期死亡、  
自然流産、先天異常、  

妊娠一分娩合併症、乳幼児突然死症候群  



条例制定の背景  ●   

■世界   「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」  

■日本   「健康増進法」  

神奈川県「が んへの挑戦・10か年戦略」  

●受動喫煙の健康への影響についてどう思うか   

健康への影響がある84．4％ 健康への影響はない1．3％  

●受動喫煙防止対策は進んでいないと思う   

飲食店48．9％ 娯楽施設42．0％ 駅リベスターミナル32．3％  

●条例で公共的施設での喫煙を規制することに  

賛成 88．5％   反対4．6％  

0  「受動喫煙に関する県民意識調査」より  

公共的施設において、受動喫煙による健康影響を防止する  
ための条例の制定を検討  3   



●  

知事と語ろう！神奈川ふれあいミーティング  

・ 施設管理者等との意見交換会  
■  専門家等による条例検討委員会  
一  条例の基本的考え方に対する意見募集（パブリック・コメント）  

飲食店、パチンコ店等の現場訪問  

香港、アイルランドの  ■   
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条例骨子案の主な内容①  

骨子案のポイント  ●   

■条例の目的  
受動喫煙による健康影響を防止し、県民の健康を守る  

■対象施設、規制内容等  
学校、病院、官公庁施設等   → 禁煙  
飲食店、宿泊施設、娯楽施設等→ 禁煙 又は 分煙  

非喫煙区域での喫煙  

禁煙・分煙の非表示等  
過料  

未成年者の保護   
喫煙所、喫煙区域への立入不可  

周知期間と準備期間を設ける   
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条例且子案の主な内由②   



規制の概要  ●   

滞施設入口に禁煙、 分煙の   

表示  

■喫煙できる場所から非喫   

煙区域に、たばこの煙が   
流れ出ないこと  

テナントビルの共用部分  

（廊下、トイレ等）は禁煙  

未成年者を喫煙所、喫煙   
区域に立ち入らせない  

分煙＝公共的空間を、基   
準を満たして喫煙区域と   

非喫煙区域に分ける  



●  
実効性を確保するための措置   

義 務  
＜個人＞   

非喫煙区域で喫煙しないこと  

＜施設管理者＞  

■施設入口等に禁煙1分煙等の表示をすること  

■喫煙区域に未成年者を立ち入らせないこと  

■非喫煙区域にたばこの煙が流れ出ないようにすること  

■■  

、、   



行管理等  条例の施行、進  ●   

評条例の施行  

公布の日から6か月の周知期間を置いて施行  

施行の日から6か月の準備期間を置いて、  
禁煙や分煙の表示義務や罰則を適用  

■適用の猶予  
キャバレー、ナイトクラブ、バー、パチンコ店、マージャン店等は、   

条例施行後3年間は適用を猶予  

条例の進行管理及び見直し   

施行日から5年以内に必要な見直し   
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条例骨子案の主な内容⑥  

検討課題  ●   

■利用者が特定の者に限定される会員制施設   

「喫煙ルールを私的自治に委ねるべき」   

「加入が簡単な施設など多様かつ増加傾向にあり、限定が難しい」  

■時間ごとに貸切ること等を目的とした施設（宴会場等）   

「使う人の自主的な決定に委ねるべき」   

「宴会等の参加者は、意に反する受動喫煙を避けられない」  

蛮罰則（過料）の額  

県内外の自治体の路上喫煙防止に関する条例での過料などを参考   
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∴‥亘章斗j÷≠二  

「神奈川県公共的施設における受動喫煙．防止条例（仮称）J骨子案の概要  

（平成20年9月）  

この条例は、受動喫煙による健康影響を防止し、県民の健康を守ることを目的としており、新しい  

社会的な分煙のルールを定めようというものです。また、未成年者を受動喫煙による健康影響から保  

護する措置を盛り込みました。   

1 目的 受動喫煙による健康影響が明らかであることにかんがみ、県、県民及び事業者すべての主体   

が、あらゆる場面で受動喫煙防止に配慮した取組みを進めることを目的として条例を制定します。  

2 対象施設及び規制内容 施設の性質によって次の2つに区分し規制を行います。  

（第1種施設）官公庁のように代替性の低い施設や健康増進を目的とする施設、多くの人が集まるこ  

とを目的とする施設、他法令（条例を含む）により喫煙が規制されている施設は、禁煙とします。  

（第2種施設）第1穫施設以外の施設は、禁煙又は分煙を選択できます。  

3 分煙及び喫煙所  

（分煙）第2種施設において分煙を選択する場合、非喫煙区域にたばこの煙が漏れないようにすると  

ともに、厚生労働省の分煙効果判定基準（平成14年6月）を満たす必要があります。  

（喫煙所）施設区分に関係なく、もっぱら喫煙のためだけに使用する喫煙所の設置が可能です。その  

方按や基準は分煙と同様です。  

4 義務及び罰則   

（個人の義務）非喫煙区域では喫煙しないこと  

（施設管理者の義務）施設の入口などに禁煙・分煙等の表示を行うこと、喫煙区域に未成年者を立ち  
入らせないこと、非喫煙区域にたばこの煙が流れ出ないようにすることなど  

（罰則）義務違反に対しては過料琵ミを科します。（※ 金銭を徴収する罰則）  

5 周知期間及び準備期闇   

（同軸期間）公布の日から6か月の周知期間をおいて、条例を施行します。   

（準備期問）施行の目から6か月の準備期間をおいて、義務及び罰則を適用します。  

（参考）この条例での非喫煙区域（テナントビルの場合）   

不特定多数の者窟  

することができる当  

室内又はこれに準1  



▼ 規制対象施設一覧  

第1種施設 禁煙：施設入口に禁煙である旨の表示を施設管理者に義務付けます。なお、喫煙所に未成年  

者を立ち入らせる  ことはできません。  

幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学、中等教育学校、高等専修学校、高等専  

門学校、特別支援学校、専修学校、各種学校、自動車教習所、その他これらに類す  
る施設  

運動施設（体育館、スポーツクラブ、フィットネスクラブ、プール、野球場、サッ  

カー場、ラグビー場、テニス場、ゴルフ場）、その他これらに類する施設、公衆浴場  

病院、診療所、助産所、薬局、療術所、その他これらに類する施設  

映画館、演劇場、音楽ホール、演芸場、その他これらに類する施設  

競馬場、競輪場、運動施設の観覧区域、その他これらに類する施設  

公民館、児童館、結婚式場、葬祭場、火葬場、納骨堂、境内建物、その他これらに  
類する施設  

展示場、イベントホール、コンベンションセンター、その他これらに類する施設  

物品販売業施設（百貨店、ショッピングセンター、コンビニエンスストア、スーパ  

ーマーケット、その他これらに類する施設）  

電気■ガス・水道・郵便等の公益事業所  

国及び地方公共団体の事務又は事業の用に供する施設、その他これらに類する施設  

旅客施設（鉄道駅舎、モノレール駅、新交通システム駅、旅客船ターミナル、バス  

ターミナル、その他これらに類する施設）  

鉄軌道車両、モノレール車両、新交通システムの車両、バス、タクシー、旅客船。  

ただし、都県境を越えて定期運行されるものを除く。  

銀行、信託銀行、借用金庫、信用臨同組合、労働金庫、政府系金融機関、金融商品  

取引業、農業協同組合、水産業陥同組合、その他これらに類する施設  

博物館、美術館、動物園、植物園、図書館、遊園地、その他これらに類する施設   

児童福祉施設、身体障害者社会参加支援施設、保護施設、婦人保護施設、老人福祉  

施乱有料老来ホーム、母子福祉施設、母子保健センター、介護老人保健施設、障  
害者支援施設、授産施設、隣保館、その他これらに類する施設   

（1）学校  

（2）体育館  

・屋外競技場  

（3）病院・診療所  

（4）劇場  

（5）観覧場  

（6）集会場  

（7）展示場  

（8）百貨店・商店  

（9）官公庁施設  

（10）公共交通機関  

（11）金融機関   

（12）美術館   

・博物館  

（13）社会福祉施設  

第2種施設 禁煙又は分煙を選択：施設の入口にその旨の表示を義務付けます。なお、分煙を選択した施  

設の喫煙  区域及び喫煙所に未成年者を立ち入らせることはできません。  

レストラン、ファミリーレストラン、ファーストフード店、寿司屋、喫茶店、ラー  

メン店、居酒屋、その他これらに類する施設  

ホテル、旅館、その他これらに類する施設   

ゲームセンター、カラオケボックス、その他これらに類する施設   

クリーニング店、古物店、質屋、理容所、美容所、旅行代理店、不動産店、睦律事  

務所、行政書士事務所、司法書士事務所、公認会計士事務所、社会保険労務士事務  

所、税理士事務所、弁理士事務所、探偵事務所、その他これらに類する施設、勝馬  

投票券発売所、場外車券売場、モーターボート競走法（昭和26年法律第242号）に規定  

する場外発売所  

（1）飲食店   

（2）ホテル・旅館   

等の宿泊施設  

（3）遊技場  

・娯楽施設  

（4）サービス業施  
芸Jt   

己又  

‾‾一‾‾  
亡：青歩年あ利用お哀束想定き江モトな㌃く軒ゐ施藷薩二施設管痙者あ義務たろClてこ未森耐ゐ施行  

の日から3年間は適用しません。なお、その間も喫煙区域に未成年者を立ち入らせることはできません。  

（1）飲食店   キャバレー、ナイトクラブ、バー、その他これらに類する施設   

（2）遊技場・娯楽施設  パチンコ店、マージャン店、その他これらに類する施設   

▼ この条例の対象とならない施設   

①住居、共同住宅、入居型社会福祉施設の個室 ②宿泊施設の客室   
③公共的空間を有しない事務所（職場）  

お問い合わせ先 神奈川県保健福祉部健康増進課 がん・健康対策班 駄84ト210－4780、210－4784（直通）   

uRL：http：／／www．pref．kanagawa．jp／osirase／kenkou／gan／pubcom／tobacco＿kosshi．htn［   
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「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例（仮称）」骨子案  

（平成20年9月）  

1条例名  

「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例（仮称）」とする。  

本条例の目的は、不特定多数の者が出入りすることができる公共的な空間における受  

動喫煙による健康影響を防止することです。  

そこで、このことを明確にするため、条例名を「基本的考え方」での「神奈川県公共  

的施設における禁煙条例（仮称）」から変更します。  

2 目的  

この条例は、受動喫煙による健康影響が明らかであることにかんがみ、県、県民   

及び事業者すべての主体が、あらゆる場面で受動喫煙防止に配慮した取組みを進め   

ることを目的として制定する。  

（1）受動喫煙による健康影響を未然に防止し、県民の健康の確保を図るため、県、県  

民及び事業者の責務を明らかにする。  

（2）県民が自らの意思で受動喫煙を避けられる環境の整備が促進され、成長過程にあ  

る未成年者が受動喫煙による健康影響から保護されるよう、不特定多数の者が出入  

りすることができる公共的な空間における喫煙の規制その他必要な措置について定  

める。  

（3）普及啓発その他の受動喫煙防止促進に必要な施策を定める。  

受動喫煙による健康影響を防止し県民の健康を守るためには、すべての公共的施設に  

おいて、早期に受動喫煙防止対策が徹底されることが望ましいと考えます。  

また、喫煙者・非喫煙者の双方の自由や事業者の経済的自由等にも配慮することが求  

められます。  

そこで、県では、受動喫煙防止対策を実効のあるものとし、また規制についてきめ細  

かい配慮をするため、施設の性質、利用の実態等に応じた規制とするとともに、あわ  

せて、本条例では規制の対象とはしていない職場や家庭も含めた受動喫煙の防止を促  

進するための施策を定めることとしました。  

なお、未成年者は受動喫煙による健康影響についての正しい知識や、自ら受動喫煙を  

避ける判断能力・行動能力が必ずしも十分でないため、より受動喫煙による健康影響  

を受けやすいと考えられますので、可能な限り、その保護が図られるようにしました。   
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3 定義   

この条例で用いる用語の定義は、次のとおりとします。  

（1）たばこ  

たばこ事業法（昭和59年法律第68号）第2条第3号に規定する製造たばこのう   

ち、喫煙用に供し得る状態に製造されたものをいう。  

（2）喫煙  

火のついたたばこを吸う行為、火のついたたばこを所持する行為及び火のついた  

たばこを灰皿等に放置する行為をいう。  

（3）公共的空間  

不特定多数の者が出入りすることができる空間で、室内又はこれに準ずる環境に  

あるものをいう。  

（4）公共的施設  

公共的空間を有する施設で、別表に掲げる施設をいう。  

（5）施設管理者  

公共的施設を現に管理する者をいう。  

（6）事業者  

公共的施設その他の施設において事業を行う者をいう。  

（了）保護者  

親権を行う者、未成年後見人、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第7条第1  

項に規定する児童福祉施設の長その他の看で未成年者を現に監督保護する者をい  

。  

（8）受動喫煙  

室内又はこれに準ずる環境において他人のたばこの煙を吸わされることをいう。  

（9）禁煙  

喫煙を禁止することをいう。  

（10）分煙  

別に定める基準を満たすように、公共的空間を喫煙区域と非喫煙区域とに分割す  

ることをいう。  

（11）喫煙区域  

分煙により、他の空間にたばこの煙が流れ出ないように分割された喫煙すること  

ができる区域をいう。  

（12）非喫煙区域  

公共的空間のうち喫煙区域及び喫煙所以外の喫煙することができない区域をい  

。  

（13）喫煙所  

別に定める基準を満たすように区画されたもっぱら喫煙するための区域をいう。  

（14）施設管理者専用区域  

不特定多数の者が出入りすることのないもっぱら施設管理者の使用に供される区  

域をいう。  

2   
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この定義のいくつかについて、より詳しく説明します。  

（1）たばこ  

・→般的な紙巻たばこのほか、葉巻、パイプなど喫煙に用いられるものを条例の対象と   

します。ただし、この条例は受動喫煙を防止することを目的としていますので、煙を   

出さない、かみたばこ及びかぎたばこは、条例の対象としません。  

（2）喫煙   

この条例は受動喫煙を防止することを目的としていますので、火のついたたばこを吸   

う行為に限らず、火のついたたばこを所持したり、火のついたたばこを灰皿等に放置   

する行為を含みます。  

（3）公共的空間  

・公共的空間とは、一般に、不特定多数の者が出入りすることができる、いわゆるパブ   

リックスペースをいいますが、本条例では、このうち、室内またはこれに準ずる環境   

にあるものを規制の対象とします。  

・したがって、たとえば、路上や公園は、いわゆるパブリックスペースではあっても、   

本条例による規制の対象とはなりません。  

（4）公共的施設  

■ 公共的施設とは、公共的空間を有する施設のことをいいます。  

・なお、この「公共的」とは、施設の所有権や設置・管理権限に着目した概念ではあり   

ませんので、本条例にいう公共的施設には、民間の施設も含まれます。  

・具体的な対象施設については、別表（7、8ページ）をご覧ください。  

（5）施設管理者  

・施設管理者とは、公共的施設を現に管理する者をいい、その者の名称や役職、事業主   

との雇用関係は問いません。  

■ たとえば、ファーストフード店の店長については、自らが事業を行っていない場合に   

おいても、その事業所（公共的施設）の管理責任を有する者として、本条例の施設管   

理者に該当します。  
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（10）分煙  

・分煙とは、公共的空間を喫煙区域と非喫煙区域とに分割することをいいますが、受動   

喫煙を防止するためには、喫煙区域から非喫煙区域へたばこの煙が流れ出ないように   

することが必要です。  

・その具体的方法は、施設の条件によって様々ですが、神奈川県「受動喫煙防止対策の   

手引き」では、以下のような方法を示しています。  
■■■■■■■■■ 1－  ■  一  ■  ■■  ■  ■■l■  －  ■  一  ■ lllllll■■  ■l■■  ■lllll■  ■l■■  －  ■■  ■  ■  ■  －  ■  ■  ■  ■  ■ llllllll■  ■lllll■ llll■l1 －  ●  一  一  ■ l■  ■  ■■  

○喫煙区域と非喫煙区域とを仕切り等で分離する。  

lO喫煙区域にたばこの煙が拡散する前に吸引して屋外に排出するための屋外排気  

設備（換気扇等）を設ける。  

lO非喫煙区域から喫煙区域に向かう空気の流れ（0．2m／s以上）が生じるようにする。  t  

l＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿J   

なお、「別に定める基準」とは、厚生労働省「分煙効果判定基準策定検討会報告書」  

（平成14年6月）における分煙効果判定基準をいいます。  
「－－－－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－－一一一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一－－－－一一一一一一一－－一一－－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－一一－－－－－－－■■■■■■■－▲－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾▼‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾l  

萱厚生労働省「分煙効果判定基準策定検討会報告書」（平成14年6月より抜粋）  

喫煙場所と非喫煙場所との境界における分煙効果の判定基準   

（1）デジタル粉じん計を用いて、経時的に浮遊粉じんの濃度の変化を測定し、漏れ状態を…  

確認すること。すなわち非喫煙場所の粉じん濃度が喫煙によって増加しないこと。  

（2）非喫煙場所から喫煙場所方向に一定の空気の流れ（0．2m／s以上）があること。  

（13）喫煙所  

・喫煙所とは、主として喫煙するために設けられた区域をいい、それ以外の目的では利   

用することはできません。たとえば、レストランに設置された喫煙所において、飲食   

のサービスを行うことはできないこととなります。  

t 受動喫煙防止のため、喫煙所から非喫煙区域へ、たばこの煙が流れ出ないようにする   
必要がありますが、その方法や基準は、分煙の場合と同じです。  

（14）施設管理者専用区域  

・施設管理者専用区域とは、不特定多数の者が出入りすることのない施設管理者の専用   

区域をいいます。  

・たとえば、施設利用者が訪れることが予定されていない事務室や倉庫、従業員専用の   

更衣室、休憩室などがこれに該当します。  

・なお、事務室として使用されていても、同じ区域に施設利用者のための窓口があった   

り、施設利用者の休憩のための設備があるものについては、その室内は公共的空間と   

なりますので、この施設管理者専用区域には該当しません。   
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（参考）この条例での非喫煙区域（テナントビルの場合）  

公共的空間（A店）  
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4 責務  

（1）県の責務   

①受動喫煙の健康影響及び受動喫煙防止に関する知識の普及啓発その他の必要な  

施策を策定し、実施するとともに、県民が受動喫煙を受けることがないよう環  

境を整備すること。   

②受動喫煙防止の推進に関する施策の策定及び実施に当たって、県民、事業者、  

市町村等との連携及び協働に努めること。   

③自らが設置し、又は管理する施設について、受動喫煙防止の措置が遵守される  

よう適切な措置を講じること。  

（2）県民の責務   

①受動喫煙による健康影響について理解を深めるとともに、他人に受動喫煙させ  

ることのないよう努めること。   

②県が実施する受動喫煙防止の推進に関する施策に協力するよう努めること。  

（3）保護者の責務  

監督保護する未成年者を受動喫煙による健康影響から保護するよう努めること。  

（4）事業者の責務   

①事業活動を行うに当たって、受動喫煙の防止に自ら努めること。   

②県が実施する受動喫煙防止の推進に関する施策に協力するよう努めること。  

（1）県の責務  

・県民の皆さんが自己の健康増進を図ることができるよう、県は、受動喫煙による健康   

影響に関する正しい知識の普及啓発を行うとともに、県民が自らの判断で受動喫煙を   

避けられるよう環境を整備します。  

・受動喫煙防止対策を着実に推進するためには、県民、事業者、市町村等の協力が不可   

欠ですので、連携や協働に努めます。  

－ また、県が自ら設置、管理する施設において受動喫煙防止の措置が遵守されるよう率   

先して取り組みます。   

（2）県民の責務  

・受動喫煙による健康影響についての理解を深め、正しい知識を身につけることによっ   

て、他人に受動喫煙させることのないよう努めることが求められます。   

（3）保護者の責務  

・家庭内はもとより生活全般において、 その監督保護する未成年者が受動喫煙を受ける   

ことがないよう努めるとともに、受動喫煙による健康影響に関する正しい知識を身に   

付けさせることが求められます。   

（4）事業者の責務  

・公共的施設を管理している事業者には、その管理する施設の利用者が受動喫煙を受け   

ることがないように配慮する責務があります。  

・事業者は、この条例による喫煙規制の対象とならない職場等においても、健康増進法■   

や労働安全衛生法による努力義務を負っていることから、受動喫煙防止対策を進める   

必要があります。  
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5 規制対象  

（1）公共的施設を別表のとおり区分し、その公共的空間を規制対象とする。  

（2）－の建物内に複数の事業所が存在する場合（テナントビル、地下街等）には、そ   

れぞれの事業所ごとに本条例を適用する。  

（3）（2）の場合において、共用とされた公共的空間は第1種施設に準ずるものとし、  

その施設管理者に本条例を適用する。  

（4）施設管理者専用区域については、規制の対象外とするが、公共的空間にたばこの   

煙が流れ出ないようにしなければならない。  

（別表）  

第1種施設  

利用者に選択の余地が無い（もしくはほとんど無い）、代替性が低い施設、健康維   

持や健康増進を目的に利用される施設、多数の者が集合して利用する施設及び他法令   

（条例を含む。）等により喫煙が規制されている施設  

（1）学校  幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学、中等教育学校、高等専修学  

校、高等専門学校、特別支援学校、専修学校、各種学校、自動車教習  

所、その他これらに類する施設  

運動施設（体育館、スポーツクラブ、フィットネスクラブ、プール、野  

球場、サッカー場、ラグビー場、テニス場、ゴルフ場）、その他これら  

に類する施設  

公衆浴場  

病院、診療所、助産所、薬局、療術所、その他これらに類する施設  

（2）体育館一   

屋外競技場  

（3）病院・診   

療所  

映画館、演劇場、音楽ホール、演芸場、その他これらに類する施設  

競馬場、競輪場、運動施設の観覧区域、その他これらに類する施設  

公民館、児童館、結婚式場、葬祭場、火葬場、納骨堂、境内建物、その  

他これらに類する施設  

展示場、イベントホール、コンベンションセンター、その他これらに類  

する施設  

物品販売業施設（百貨店、ショッピングセンター、コンビニエンススト  

ア、スーパーマーケット、その他これらに類する施設）  

電気・ガス・水道t郵便等の公益事業所  

国及び地方公共団体の事務又は事業の用に供する施設、その他これらに  

類する施設  

旅客施設（鉄道駅舎、モノレール駅、新交通システム駅、旅客船ターミ  

ナル、バスターミナル、その他これらに類する施設）  

鉄軌道車両、モノレール車両、新交通システムの車両、バス、タクシ  

ー、旅客船。ただし、都県境を越えて定期運行されるものを除く。  

（4）劇場  

（5）観覧場  

（6）集会場  

（8）百貨店   

商店  

（9）官公庁施  

三几  
白又  

（10）公共交通   

機関  

7   



銀行、信託銀行、信用金庫、信用協同組合、労働金庫、政府系金融機  

関、金融商品取引業、農業協同組合、水産業協同組合、その他これらに  

類する施設  

博物館、美術館、動物園、植物園、図書館、遊園地、その他これらに類  

する施設  

児童福祉施設、身体障害者社会参加支援施設、保護施設、婦人保護施  

設、老人福祉施設、有料老人ホーム、母子福祉施設、母子保健センタ  

ー、介護老人保健施設、障害者支援施設、授産施設、隣保館、その他こ  

れらに類する施設  

（11）金融機関  

（12）美術館一   

博物館  

（13）社会福祉   

施設  

第2種施設  

第1種施設以外の施設  

レストラン、ファミリーレストラン、ファーストフード店、寿司屋、喫  

茶店、ラーメン店、居酒屋、その他これらに類する施設  

ホテル、旅館、その他これらに類する施設  

（1）飲食店  

（2）ホテル・   

旅館等の宿   

泊施設  

（3）遊技場・   

娯楽施設  

（4）サービス   

業施設  

ゲームセンター、カラオケボックス、その他これらに類する施設  

クリーニング店、古物店、質屋、理容所、美容所、旅行代理店、不動産  
店、法律事務所、行政書士事務所、司法書士事務所、公認会計士事務  

所、社会保険労務士事務所、税理士事務所、弁理士事務所、探偵事務  

所、その他これらに類する施設  

勝馬投票券発売所、場外車券売場、モーターボート競走法（昭和26年法  

律第242号）に規定する場外発売所  
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（1）規制対象  

・施設の性質、利用の実態や、喫煙者・非喫煙者の状況等を勘案して、施設を2つに区   

分します。  

・施設の区分により、受動喫煙の防止を図るための措置の内容が異なります。  

第1種施設  

利用者に選択の余地が無いため、そこで喫煙されると受動喫煙を避けることができ  

ないなど、喫煙規制の必要性が高い次に掲げる施設を第1種施設として区分し、そ  

の公共的空間を禁煙とするとともに、施設入口に禁煙である旨の表示を施設管理者  

に義務付けます。  

①利用者に選択の余地が無い（もしくはほとんど無い）、代替仕が低い施設  

②健康維持や健康増進を目的に利用される施設  

③多数の者が集合して利用する施設  

④他法令（条例を含む。）により喫煙が規制されている施設   

公共的施設における喫煙を規制している法令（条例を含む。）には例えば次のよう  

なものがあります。  
≒こ令・条例名   規制内容   
業  停車場その他鉄道地内及び禁煙とされた車内における喫煙   
年  の禁止（第34条第1項第1号）  

【鉄道駅舎及び鉄道車両】   

輸  客車内における喫煙の禁止（第7条）   

年  【軌道車両（モノレニル、新交通システム等）】   

動  

年  53条第6号）【バス、タクシー】   

村  消防長が指定する場所における喫煙を禁止（第28条）   

市  【劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂又は集会場の舞   
8  台又は客席】  

【百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗若し  
くは展示場又は地下街の売場又は展示部分】   

鉄道営  

（明治33  

軌道運  

（大正12  

旅客自  

（昭和31  

各市町  

※横浜  

（昭和4  

また、公共交通機関のうち、新幹線や高速道路を通過するバスのように、都県境を越  

えて定期運行されるものについては、除外します。  

第2種施設  

第1種施設以外の施設を第2種施設として区分し、施設管理者が禁煙又は分煙のい  

ずれかを選択するものとし、施設の入口にその旨の表示を義務付けます。  

分煙を選択した場合には、喫煙区域に未成年者を立ち入らせることはできません。  

また、喫煙区域の入口に未成年者の立入りができない旨の表示を義務付けます。  

非喫煙区域では、灰′1肌等喫煙のための設備を撤去する義務を施設管理者に課します。  

また、施設管理者は、非喫煙区域で喫煙している人に対して注意しなければなりま  

せん。  

なお、次に掲げる第2種施設については、当該施設の喫煙区域内には、未成年者が  

立ち入ることができない旨の表示を義務付けた上で、6（2）の施設管理者の義務の適  

用を本条例の施行の日から3年間は適用しません。  

①キャバレー 、ナイトクラブ、バー等  
②パチンコ店、マージャン店等  

こうした施設については、喫煙者の割合が特に高いという利用実態があり、また、  
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県が平成19年度に実施した県民意識調査において「規制の対象として望ましい施  

設」として挙げた人の割合が最も低く、さらに、これらの施設は風営法（風俗営業  

等の規制及び業務の適正化等に関する法律）の規制により、青少年の利用が本来想  

定されていません。  

このため、本条例の施行後3年間は、こうした施設における受動喫煙防止対策の必  

要性を周知し、利用者・事業者の双方に理解していただくための期間として、施設  

管理者の義務に関する本条例の規定を適用しないこととします。  

この条例の対象とならない施設  

①住居、共同住宅、入居型社会福祉施設の個室  

②宿泊施設の客室  

③公共的空間を有しない事務所（職場）  

1事務所の受動喫煙防止対策については、事業者に健康増進法の努力義務に加え、  

労働安全衛生法に基づく努力義務も課せられていることから、労使関係及び労働  

安全衛生の観点から行われる措置を基本とします。  

・事業者は、健康増進法及び労働安全衛生法の観点から、快適な職場づくりを進め  

てください。県としても、より一層の受動喫煙防止対策を進めるよう、普及啓発  

に努めます。  

（2）一の建物に複数の事業所がある場合の本条例の適用  

・ひとつの建物内に複数の事業所が存在する場合には、それぞれの事業所ごとに公共的   

施設に該当するか否かの判定を行い、本条例を適用します。  

・たとえば、いわゆるテナントビルや地下街の中に、コンビニエンスストアと飲食店が   

入居している場合は、それぞれの専用部分ごとに条例を適用します。この場合には、   

コンビニエンスストアが第1種施設に、飲食店が第2種施設に区分されることとなり  

ます。  

（3）共用部分の取り扱い  

・（2）の場合において、 建物内に共用部分とされた公共的空間があるときは、第1種施   

設に準ずるものとし、その施設管理者に対して本条例を適用します。  

・たとえば、テナントビルのロビーやエレベータホールがこれに該当します。  

・なお、居住用のマンションの共用部分は該当しません。  

（4）施設管理者専用区域  

・施設管理者専用区域については、喫煙所と同様に、公共的空間にたばこの煙が流れ出  

ないような措置をとらなければなりません。  

・施設管理者専用区域は、公共的空間ではありませんが、そこから公共的空間にたばこ   

の煙が漏れてしまうと、公共的空間で受動喫煙防止対策を徹底しても、本条例の目的  

を達成することができません。このため、施設管理者専用区域で喫煙する場合には、  

たばこの煙が流れ出ないような措置をとることを、施設管理者に義務付けることとし  

ました。その方法や基準は、分煙の場合と同じです。（4ページ参照）  
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6 規制の内容  

（1）喫煙の禁止  

何人も、公共的施設の非喫煙区域においては喫煙してはならない。  

（2）施設管理者の義務  

施設管理者に、次のことを義務付ける。   

①第1種施設においては、当該施設の公共的空間について禁煙とし、施設の入口  

に禁煙である旨の表示を行うこと。   

②第2種施設においては、当該施設の公共的空間について禁煙又は分煙のうちい  

ずれか・一つを選択し、選択した措置に従った表示を施設の入口に行うこと。   

③喫煙所、喫煙区域及び施設管理者専用区域から非喫煙区域に、たばこの煙が流  

れ出ないような別に定める基準を満たす措置をとること。   

④喫煙所及び喫煙区域には、未成年者を立ち入らせないこと。   

⑤喫煙所及び喫煙区域については、その旨を表示するとともに、未成年者の立入  

りができない旨を、当該区域の入口に表示すること。   

⑥当該施設内の非喫煙区域から吸い殻入れや灰皿等の設備備品類を撤去するこ  

と。   

⑦当該施設内の非喫煙区域で喫煙をしている者を見つけた場合、喫煙をやめるよ  

う注意すること。  

（3）保護者の義務  

保護者は、その監督保護に係る未成年者を、喫煙所、喫煙区域に立ち入らせては  

ならない。  

（4）公共的施設の中に喫煙所を設置することができる。  

（1）個人の義務  

■ 公共的施設の非喫煙区域では喫煙できません。   

この「何人」とは、公共的施設を利用するすべての人をいい、県民だけではなく、県   

内在勤者、旅行者等も該当します。   

（2）施設管理者の義務  

・施設管理者には、施設の区分に応じた義務が課せられています（9ページ参照）。   

（3）保護者の義務  

・保護者は、その監督保護に係る未成年者を、喫煙所または分煙の場合の喫煙区域に立   

ち入らせてはなりません。  

・したがって、分煙の場合の喫煙区域に、保護者自身は立ち入ることはできますが、未   

成年者を伴って立ち入ることはできません。   

（4）喫煙所  

・喫煙者にも配慮し、公共的施設の中に喫煙所を設置することができることとしました。  

・受動喫煙防止のため、喫煙所から非喫煙区域へ、たばこの煙が流れ出ないようにする   

必要がありますが、その方法や基準は、分煙の場合と同じです（4ページ参照）。  
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資料1－3  

7 実効性を確保するための措置  

（り 上記6（りの義務（非喫煙区域における喫煙）に反した者には、過料を科す。  

（2）施設管理者としての義務に反した者については、次の措置を講じる。   

（争立入調査  

・知事は、施設管理者の義務の履行を確保するため、必要な限度において、施設  

における喫煙の禁止の遵守状況について立入調査し、関係者に質問することが  

できる。  

・立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけ  

ればならない。  

・立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。   

②指導・勧告  

知事は、施設管理者が6（2）①～⑥の義務に反した場合、必要な措置をとるべ  

きことを施設管理者に対して指導し、又は勧告する。   

③命令  

知事は、施設管理者が上記②の指導又は勧告に従わない場合は、必要な措置  

をとるべきことの命令を行う。   

④罰則  

次の場合には過料を科す。  

・上記①の立入調査を拒み、妨げ又は忌避した場合  

一上記（Dの質問に答えず、又は虚偽の答弁をした場合  

・施設管理者が6（2）①～⑥の義務違反を理由とした命令に従わない場合  

（1）個人に対する罰則  

・非喫煙区域で喫煙した者に対しては、過料を科します。   

（2）施設管理者の義務違反に対する措置  

・立入調査は、表示義務のほか、分煙が必要な基準（4ページ参照）を満たしているか、   

喫煙区域に未成年者を立ち入らせていないかなど、本条例に定める施設管理者の義務   

履行を確保するため必要な限度で行います。  

・施設管理者が必要な措置や表示を行わない場合、指導・勧告を行います。  

・施設管理者が指導・勧告に従わない場合、必要な措置を行うよう命令を行います。  

・施設管理者が立入調査を拒み、妨げ又は忌避した場合やその際の質問に答えず、又は   

虚偽の答弁をした場合、あるいは、県の命令に従わない場合には、その者に過料を科   

します。   

（3）保護者への罰則適用について  

・親権の適切な行使に委ねることとし、罰則の適用はしません。  

○実効性を確保するための県の取組み  

・県は、問合せや相談窓口の設置や、県民・事業者への啓発活動を行うほか、立入調査、  

指導、勧告、罰則適用等、条例の実効性の確保に必要なことを行います。  

12  

長   



資料1－3  

8 事実の公表   

知事は、施設管理者が7（2）③の命令に従わない場合、その事実及び施設名等を公   

表することができる。  

本条例の目的を達成するためには、県民が受動喫煙にさらされないよう、必要な情報  

を提供する必要があります。  

このため、命令に従わない施設管理者が管理する施設の名称等を公表できることとし  

ます。  

9 必要な施策   

受動喫煙防止の取組みを促進するため、必要な施策を行う。  

（1）県民、事業者等に対する受動喫煙による健康影響についての普及啓発  

（2）受動喫煙防止の積極的な取組みに対する表彰又は公表の制度  

（3）その他受動喫煙防止促進に資する必要な措置  

この条例の円滑な施行に向け、県はより一層、受動喫煙による健康影響に関する正し  

い知識の普及や、本条例の規制対象としていない職場や家庭も含めた受動喫煙防止対  

策を促進します。  

10条例の施行  

（1）周知期間   

・条例の趣旨、規制内容などについて、県民等及び事業者に十分に周知するため、  

公布の日から6か月後を施行日とする。  

（2）準備期問   

・条例施行後、禁煙又は分煙の選択、選択に従った表示、選択した措置の実施、喫  

煙所の設置に要する準備期問として6か月を置き、そのうえで表示義務及び罰則  

を適用する。  

（3）猶予期間   

・第2種施設のうち、一部の施設については、施設管理者に係る義務を施行の日か  

ら3年間は適用しないこととする。   

・なお、当該施設の喫煙区域内には未成年者が立ち入ることができない旨の表示を  

義務付ける。  

この条例が公布されてから6か月は、周知期間とします。  

また、禁煙又は分煙の選択や分煙のための設備、喫煙所の設置等のため、さらに6か  

月を準備期間とします。  

その期限までの間にも、準備の整った施設においては、なるべく速やかに必要な措置  

等を行うように努めてください。  

第2種施設のうち一∴部の施設（8ページ参照）については、6（2）に規定する施設管  

理者の義務を施行の目から3年間は適用しません。ただし、その施設の喫煙区域内に  

は未成年者が立ち入りができない旨の表示をしなければなりません。  
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資料1－3  

11条例の進行管理及び見直し  

（1）この条例の適正な執行に努めるとともに、条例制定にかかる影響を把握し、条例  

の見直しを行うため、必要な調査を実施し、県民や有識者等からなる検討組織を設  

置する。  

（2）受動喫煙防止対策を推進するため、規制対象、規制内容等については、受動喫煙  

防止対策の進捗状況等を踏まえ、条例施行の日から5年以内に必要な見直しを行  

う．‥  

この条例制定にかかる影響を常に把握し、条例の適正な執行に努めるとともに、条例  

の見直しに向けた基礎資料を収集します。  

そのため、受動喫煙による健康影響に関する社会意識の変化、喫煙率の推移、公共的  

施設における受動喫煙防止対策の進捗状況、条例の実効性（遵守状況）等を把握する  

ための調査を実施します。  

これらの調査結果を踏まえ、県民や有識者等からなる検討組織において検討を行った  

上で、受動喫煙防止対策を今後より一層推進するために、条例施行の目から5年以内  

に必要な見直しを行います。  

検討課題  

l（今後、条例案策定までに検討すべき事項）  
l  

（1）利用者が特定の者に限定される会員制施設（5 規制対象）  

・喫煙ルールを私的自治に委ねるべきであるとの意見がある一方で、加入が簡単なl   

施設など多様かつ増加傾向にあり、限定が難しいとの問題点もあります。  
t  

（2）時間ごとに貸切ること等を目的とした施設（宴会場等）（5 規制対象）  l  

・宿泊施設の客室と同様、使う人の自主的な決定に委ねるべきであるとの意見があ：  
る一方で、宴会などの参加者の中には、意に反する受動喫煙を避けられないとのl   

問題点を指摘する意見もあります。  

l  

（3）罰則（過料）の額（7 実効性を確保するための措置）  l  

・県内外の自治体の路上喫煙防止に関する条例での過料などを参考に、今後検討し：  

ます。  
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はじめに  

「健康日本21」中間評価報告書における  

たばこ対策進捗の評価（抜粋）  

たばこ対策に対する全体的な評価   

「分煙の推進など昨今の様々なたばこ対策の成果は着実に進展している。」  

・「受動喫煙の害を排除し、減少させるための環境づくり（分煙）」に対する評価  

「健康増進法における受動喫煙防止の努力義務規定の創設や、職場に  
おける喫煙対策のためのガイドラインの策定を行っており、公共の場及  
び職場における分煙に対する取組も増加している。」  

出典：厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会 平成19年4月10日  
（健康日本21websitehttp：〟ww．kenkounippon21．gr．jp／kenkounippon21／ugokj／kaigj／pdf／0704hyouka＿tyukan．pdf）  
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はじめに  

「健康日本21」中間評価報告書   

における分煙の達成状況  

公共の場所及び職場において分煙を実施している割合  
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データ出典：厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会 平成19年4月10日  
（健康日本21websitehttp：〟www．kenkounippon21．gr．jp／kenkounippon21／ugoki／kaigi／pdf／0704hyouka＿tyukan・Pdf）  
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はじめに  

業種別禁煙丁分煙化の進展状況  

主な健康増進法第25条対象施設  
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年  年  
（n＝2003年，2005年，2007年）  

2003年、2005年、2007年」丁調べ  

表は、①有職者②従業員数10人以上のオフィスに勤務③年齢20歳以上、の3点を全て満たす方に対し、業種やオフィスの  
喫煙環境などに関するインターネットを用いたアンケート調査を実施し、その結果をまとめたもの  
オフィスの喫煙状況に関する設問は「あなたのお勤め先のビル（建物）全体での喫煙はどのようになっていますか0（共有ス  

ペースを含む）」、回答選択肢は「①全て禁煙である②喫煙可能な場所が指定されている③概ねどこでも喫煙できる」0表  
の「全面禁煙」は①、「禁煙＋分煙」は①と②の合計  
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JTの取組みの背景となる基本的考え方  
受動喫煙  

・環境中たばこ煙とは、喫煙者が吸い込んだ煙（主流煙）の吐出煙と、たばこの先   

から立ちのぼる煙（副流煙）が空気中で混ざりあって、希釈されたものです。  

・このような環境中たばこ煙を周囲の人が吸い込むことが「受動喫煙」と言われます。  
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JTの取組みの背景となる基本的考え方  

環境中たばこ煙の成分と、周囲の人が吸い込む量  

環境中たばこ煙は空気中で急速に拡散して薄められるため、周囲の方の  
吸い込む煙の量は喫煙者が吸い込む煙（主流煙）に比べると非常に僅か  

な量になります。   

欧州8カ国において非喫煙者が吸い込む「環境中たばこ煙」の調査結果  
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■JTの取組みの背景となる基本的考え方  

喫煙者と非喫煙者（ほぼ毎日の受動喫煙）の血中コチニン濃度分布   
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血中コテニン濃度（ng／ml）  

平成15年度国民健康・栄養調査報告、第96表の1（262頁）および第98表の1（267頁）のデータより作図。  

喫煙者は「現在習慣的に喫煙している者（男女計）」（282人）、非喫煙者は「家庭又は職場でほぼ毎日受動喫煙を受けたと  
回答したこの1ケ月吸っていない又はまったく吸ったことがない者」（男性66人、女性206人）を示す。  

報告書記載の濃度平均値は、非喫煙女性6．7ng／mし非喫煙男性11．2ng／mし喫煙者（男女）228．9ng／ml。  

非喫煙者の血中コテニン濃度のカットオフ値は15ng／mlとされている。  7  

（参照文献：Biochemicalverificationoftobaccouseandcessation；Nicotine ＆Tobacco Reserch（2002）4，149－159）   



JTの取組みの背景となる基本的考え方  

受動喫煙による健康影響（JTwebsiteより抜粋）  

環境中たばこ煙は、周囲の方々、特にたばこを吸われない方々にとっては迷惑なものとなることがあ  
ります。また、気密性が高く換気が不十分な場所では、環境中たばこ煙は、眼、鼻および喉への刺  
激や不快感などを生じさせることがあります。このため、私たちは、周囲の方々への気配り、思いやり  
を示していただけるよう、たばこを吸われる方々にお願いしています。また私たちは、公共の場所等で  
の適切な分煙に賛成し、積極的に支援しています。  

一方、環境中たばこ煙は非喫煙者の疾病の原因であるという主張については、説得力のある形で  
は示されていません。環境中たばこ煙への曝露と非喫煙者の疾病発生率の上昇との統計的関連  
性は立証されていないものと私たちは考えています。また、環境中たばこ煙は、空気中で拡散し、薄  
められているので、喫煙者が吸い込む煙中の成分の量と比べると、非喫煙者が吸い込む量は極め  
て少ないものです。動物で発がん性を評価する試験においても、環境中のたばこ煙により、腫癌を  
発生させることは極めて困難です。  

なお、乳幼児、子供、お年寄りなどについては、特段の配慮が必要です。例えば乳幼児や子供に  
関しては、未就学期における環境中たばこ煙への曝露と喘息の悪化等の呼吸器症状との関連性  
について報告した疫学研究が多数あります。乳幼児、子供、お年寄りなどは環境中の物質による  
刺激に対して特に敏感であったり、また自分で意思表明をしたり場所を移動したりすることが難しい  
場合があるため、その周りでの喫煙は控えることをお勧めします。  

JT website：http：〟www．jtj．co．jp／sstyJe／think／basjc／02・htm1  
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JTの取組みの背景となる基本的考え方  

受動喫煙の肺がんリスクに関する個々の疫学調査（1）  

■ 統計的に有意なリスク上昇が認められた論文  

□ 統計的に有意なi」スク上昇が認められなかった論文  
家庭で受動喫煙を受ける非喫煙女性の肺がんリスク  
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WHOの付属機関である国際がん研究機関（lARC）が受動喫煙についての評価を行う（＝あたって採用した46報の疫学研究結果  

に最近の9報を加えた55の研究調査報告の内、48報は統計的に有意なリスク上昇が認められておらず、一貫した結果となって  
おりません。  

9   



JTの取組みの背景となる基本的考え方  

受動喫煙の肺がんリスウに関する個々の疫学調査（2）  

職場で受動喫煙を受ける非喫煙者の肺がんリスク  ■統計的に有意なリスク上昇が認められた論文  

□統計的に有意なリスク上昇が認められなかった論文  
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受動喫煙の影響が統計的に有意なリスク上昇が認められた論文は23報告中1報告です0  
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普及啓発  

喫煙マナー向上に関する普及啓発  

「あなたが気づけばマナーは変わる。」  

※「マナーの気づき」に関する丁VCMやグラフィック広告を展開しています。  

マナーの気づき・mCM（2008年）ポスター（マナーをケータイしよう篇）  グラフィック広告  
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普及啓発  

分煙に関する普及啓発  
新聞広告   

分 煙 を、考 え る こ と。  

そ こ で 終 ら な い こ と。  
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普及啓発  

分煙に関する普及啓発  
Website（http：／／www．bun－en．COm／）  テレビ広告   
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JTの具体的な取組み  

①喫煙場所の整備への協力  
成田国際空港国際線（千葉県）  

年間3，200万人の利用者数を誇る成田国際空  

港。こちらの国際線第2ターミナル本館3階暮国  

際線搭乗待合室に、「スモーキング・ラウンジ」  

がオープンしました。  

今回ラウンジが設けられたのは、これまで喫煙  

所がなかった北側出国審査場のすぐ隣。たば  

この煙やニオイを外部にもらさぬよう排気設備  

などを備えました。  

（2006年1月設置）  

新千歳空港（北海道）  

年間1，800万人以上の乗客が利用する、新千  

歳空港の旅客ターミナル2階・ホールディング  

ルームに、5カ所設けられた喫煙スペースです。  

内部には、天井部で気流を制御する“誘引気  

流分煙システム’’を導入。これにより、ドアがな  

くても、煙やニオイが喫煙スペース外へ漏れる  

ことがありません。  

灰皿の周囲には、ミツドセンチュリーなチェアも  

配置され、待ち合い中に安らぎの時を演出して  

くれます。  

（2003年10月設置）   



JTの具体的な取組み  

（D喫煙場所の整備への協力  
東京駅動輪広場  

（東京都）  八重洲地下街（東京都）  

東京駅に直結する八重洲地下街内／オレンジ・ロードの  

南北に設けられた喫煙スペースです。カウンター式灰皿  

＆スタンド灰皿が設置された「サウススポット」と、スタンド  

灰皿のみで構成された「ノーススポット」の2カ所があり、  

10：00～22：00までの利用が可能となっています。  

（2007年10月設置）  

1日5，000人以上の方に  

利用されている個室型喫  

煙スペースのさきがけです。  

（2002年12月1日設置）  

西鉄福岡駅（福岡県）  

1日あたりの利用者が15万人を超える九州のターミナル駅、  

西日本鉄道福岡駅の個室型喫煙スペースです。出入り口  

にドアはありませんが、強力な排気によって風の通り道が  

できるため、煙やニオイが外へもれにくくなっています。  

（2003年10月1日設置）  
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JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティング  

施設管理者による「受動喫煙防止の取り組み」の支援  

」Tでは、2004年より社内に「分煙コンサルティングチーム」を設け、公共施設や商業施設、   
オフィスなど、各施設の特徴やそれらを利用される方々のニーズに応じた“分煙コン坦並  
立拉竺”を実施しています（2007年度1年間のコンサルティング実績222件）。  

“たばこを吸われない方”に配慮した上で、“たばこを吸われる方”も満足できる分煙方法に   
っいての知見提供・提案－アドバイスを、無償で行っています。  
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JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティングの実例（イベントホール）  

■相談内容  

イベントによっては、屋内喫煙場所周辺に人があふれ、通路全体に煙が広がっている。  
屋外にも喫煙場所はあるが、限られた休憩時間中に、喫煙者全員を広い敷地内の屋外の喫煙場  
所に誘導することは困難であることから、なんとか屋内の喫煙場所を改善できないか？  

（STEPIJT分煙試験室）  
■コンサルティングの流れ   

STEPI JT分煙試験室にて、施設担当者とともに、  
デモンストレーションを実施   

STEP2 現地喫煙場所を訪問し、実際の使用状況を  
確認調査し、改善方法を施設担当者と協議   

STEP3 施設側にて、排気装置を設置   

STEP4 現地にて、スモLクマシーンによる実験を  
行い検討   

STEP5 施設側にて、喫煙場所周囲にどニールカーテ  

ンを施工し、完成   

■結果   

ビニールカーテンの中が喫煙場所  

喫煙者をビニールカーテン内の喫煙場所に誘導することができ、排気設備により、通路全体に煙  

が広がることもなくなった。  17   



JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティングの実例（オフィス）  

■相談内容  

社員向けの喫煙室からニオイが非喫煙エリアに流れて社員から苦情がきている。  

排気装置の追加など設備対応が困難であり、何か他に有効な解決法はないか？  
（施工後）  

■コンサルティングの流れ   

STEPl 現地喫煙場所を訪問し、実際の使用状況を確認調査  
→喫煙室に向かう気流がないことが漏れの原因   

STEP2 喫煙環境改善の提案書を作成し説明  
（出入り口部の開口面積を狭めるご提案）  

施設側が喫煙室入口にビニールカーテンを設置  

施設管理者と出入口の風向一風速を測定し、十分な  
気流（0．2m／S以上）が担保されていることを確認  

STEP3  

STEP4  

■結果  

「ニオイの漏れがなくなり、社員からの苦情もなくなった。」  
開口部  18   ビニールカーテン  



JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティング施工例（オフィス）  

三菱ビル（東京都千代田区）  

ビルの地下1階に、リフレッシュリレームと隣接する形で設置さ  

れた喫煙スペースです。室内の色調を茶形でまとめたことで、  

落ち着いた雰囲気を醸し出しつつ、汚れが目立ちにくくなって  

います。  

排気口が設置されている室内奥には、着席スペースを設置。  

喫煙者を室内奥へと誘導することで、室外への煙の漏れ防止  

に成功しています。床に、耐シガレット性のタイルを使用し、焼  

け焦げの発生を防止している点もポイントです。  

ワールドビジネスガーデン（千葉県千葉市）  

1階のロビー・フロア内に、男女供用と女性専用の2カ所の喫煙  

スペースが設置されています。  

ビルの外に設けられた喫煙スペースと併せ、利用される方のさ  

まざまなニーズやシーンを考慮した造りになっています。  

汚れ（ヤニ等）が付着しても掃除しやすい造りになっていたり、  

大理石を使用しているため、焦げ跡がつきにくくなっています。  

19   



JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティング施工例（商業施設）  

イオンナゴヤドーム前ショッピングセンター  

（愛知県名古屋市）  

3階建ての店舗内に、計6カ所の喫煙スペースが設  

けられているほか、3カ所ある店舗の出入り口にも  

スタンド灰皿が設置されています。  

館内の喫煙スペースには、分煙機を導入。ガラス  

の間仕切りが採用された室内は、見通しがよい上、  

清潔感が漂っています。  

′ 、 、 「 「「、、  

」」三∴・     l   

■－－1・一－  

金沢フォーラス（石川県金沢市）  

6階フロア「ダイニングリゾートKUUGO」に設置され  

た喫煙スペースです。  

食事の前後に利用されることが多いため、特に清  

潔感を重視した造りになっています。  

喫煙スペース内部には、荷物を置ける棚が設置さ  

れています。  

扉や灰皿、空調の設置位置は、排気機能や喫煙  

者の心理を考慮してレイアウトされています。  



JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティング施工例（商業施設）  

ヽ   

港北東急（神奈川県横浜市）  

ショッピング・エリアと専門店街の間＝ビルの中央  

部分に、2カ所の“SMOK［NGLOUNGE”が設けられ  

ています。  

スタンド灰皿の脇には、腰を落ち着けられる“ヒッ  

プリ〈－’’を設置。間接照明やグラフィック・アートで  

構成されたスペースには清潔感も漂い、待ち合わ  

せなどのシーンにも対応できるようになっています。  

拍
㌍
ダ
’
－
 
 

■
 
■
●
 
 

蓬
感
野
 
 
 

輪
錯
軒
t
l
 
 

たまプラーザテラスゲートプラザ  

（神奈川県横浜市）  

たまプラーザ駅に直結するショッピング・モール内  

に設置された喫煙スペースです。2階のショッピン  

グ・フロア内に設けられています。  

アートイメージである“木漏れ日感”を取り入れた  

スペースには、落ち着いた色調の格子や、モザイ  

ク模様を施したガラス扉などが配置され、柔らかな  

光の陰影の中で、安らぎの時が過ごせます。  

壁面には、軽く腰を落とせる“ヒップ・バー，，も設置  
㌔  

してあります。  
21   



JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティング施工例（商業施設）  

マリノアシティ福岡（福岡県福岡市）  

福岡県福岡市の西のエリアにある都市型のリゾー  

ト＆エンターテインメント施設「マリノアシティ福岡」  

に、“SMOKiNGLOUNGE”が設置されました。  

施設内の入り口の脇に1カ所と、敷地内の外構部  

に3カ所ある喫煙スペースのテーマは、すべで‘海  

＆波’’。ウオーターフロントに位置する施設のイメー  

ジとも符号した、リフレッシュ空間となっています。  

● －－、  

ららぽーと相の葉（千葉県相市）  

3階の屋外テラスの入り口に隣接して設置された、  

喫煙ラウンジです。曲線状につくられた内部には、  

テラスに面した大きな窓から光が入り、開放的な  

雰囲気になっています。  

また、ラウンジ内には、館内情報を提供するモニ  

ターや、CDの視聴コーナーも設置。買い物の前後  

などにも気軽に利用することができます。  

22   



JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティング施工例（商業施設）  

ららぽーと横浜（神奈川県横浜市）  

“ライフ・ウィズ・カルチャー～物を買うだけでなく、豊かな  

時間の過ごし方を提案する～”をコンセプトとする、大型  

ショッピングーモールに設けられた喫煙スペースです。  

館内に5カ所ある喫煙スペースのテーマは、“環境とアー  

ト’’。1室ごとに換気方式まで異なるスペースは、それぞ  

れに特徴を持たせたグラフィックが採用され、汚れが目立  

ちにくくメンテナンスしやすい素材の採用や荷物棚など、  

利用者の視点に立ったさまざまな工夫がなされています。  

、…   

ヽ  

UN】MOちはら台（千葉県市原市）  

“一日中楽しめるユニーク（＝unique）な場”と、“すべての  

人に優しいユニバーサル（＝universaりな場”をコンセプト  

とする、大型ショッピング・モール「UN【MOちはら台」に設  

けられた喫煙スペースです。  

館内に6カ所＋屋外に1カ所ある喫煙スペースのテーマは、  

“四季の風景”。壁面には、日本の四季を彷彿とさせる  

アーティスティックなディスプレイが用いられ、利用者が開  

放感を感じられるような造りになっています。また、壁面  

にば‘フラワータイル”を使用し、花の香りでたばこのにお  

いを軽減させるさりげない試みもされております。  23   



JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティング施工例（飲食店）  

MAM CAFE  
喫煙マナーの向上には欠かせないアイテム＝携帯灰皿を、世界中から集めて展示傭売する世界初のミュージアム・ショップ  
「M。biIeAsht，ayM。Se。m」が、羽田空港・第l旅客ターミナルビルの3Fにオープンさせたカフェです0  

“たばこを吸われる方と吸われない方の双方に、ゆっくりとくつろいで頂き、そして、有意義な時間を過ごして頂きたい”をコン  
セプトに、憩いのスペースが提供されています。  

喫煙スペースと非喫煙スペースが大きな透明のガラスで仕切られた店内は、喫煙のみの利用も可能であり、食事から休憩ま  
で、さまざまなニーズに対応できる空間構成となっています。  

24   



JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティング施工例（飲食店）  

ドトールコーヒーショップ  

セルフサービス形式のコーヒー・ショップのバイオニアとして、全国展開を進めるショップの分煙事例です。   

もともと店舗毎に応じて、さまざまなスタイルの分煙スペースが設けられてきましたが、近年では、より店舗内での分煙を徹底。  
独自の機器を開発・導入するなど、たばこを吸われる方と吸われない方の双方にとって居心地のよいスペースが作りだされ  
ています。  i■■■r ヽ  

「ドトールコーヒーショップ」の店舗で実施されている分煙事例イメージ  

（本分煙事例は「ドトールコーヒーショップ」全店舗に該当するものではありません）  
L，モ  ー  

l  
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喫煙スの 25   天井に設置された煙センサーが店内の空気状況を監視し、換気風量を状況に併せて変化させることで、店内では一定  
の換気状態が保たれる。  



JTの具体的な取組み  

②分煙コンサルティング施工例（飲食店）  

S盲gn gotandar  

2008年4月下旬にリニューアル・オープンした五反田の駅ビル「レミイ五反田」の4階＝東急池上線の改札口と直結したフロアにあ  
る完全分煙スタイルのカフェです。  
ファッションや音楽をはじめ、デザイン、アート、飲食など、多ジャンルを手掛けるトランジットグループがプロデュースしています0  

店内奥に設置された喫煙スペースには、デザイン性と機能性を兼ね備えた集煙システムが導入され、利用者の好評を得ていま  

シェード内部に設けられた換気口が、立  

ち昇ってきた煙を集める。  
各テーブルの上部には、間接照明を兼ねた集煙用  
のシェードを設置。  
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JTの具体的な取組み  

③さらなる分煙環境向上のための未来に向けた取組み  

「SMOKERS’STYLECOMPETITJON」  
－ たばこを吸われる方と吸われない方が共に快適に過ごせ  

る環境の整備▼普及を目指し、アイデアや空間作品を「新  
建築」とともに募集しています。  
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※「新建築」  

建築専門の出版社「新建築社」が発刊する、建築家の間では最もポピュラーな雑誌  

課題名は“Srl・・101くERSrST†■LE（二八FE2D⊂け～プロポーサル部門～” 

。 実在するカフェをもとに、たばこを取りれる方・吸われない方のヌ只方ガ＼  
くつうぎの時を退こせるような空間づくりについて、広くアイデア孝求めました。  

＝詠優秀買 l  

大塚裕監丘（小山工業高等専門芋柁専棚斗豊川斉踊研究室）  

最優秀賞作品・概要  

パラソルを利用した、分煙空間のアイデアです。店内での喫煙スペースの目印は、煙の流れが調  
整可能な上下移動型のパラソル。不特定多数の人々が行き交うカフェという空間で、店内に咲い  
たパラソルを軸に、ゆるやかな喫煙風景が広がることを目指しています。  27   



JTの具体的な取組み  

③さらなる分煙環境向上のための未来に向けた取組み  

・私たちが目指す最終的な分煙のカタチは「人を分けずに、煙を分ける。」   
ことです  

－たばこの煙、においをより完全にコントロールし、同じ空間であっても、たばこ   
を吸う人も吸わない人も、たばこの煙やにおいを気にしなくていい、そんな空   
間を提供したいと考え、幅広い専門家と共同で研究開発に着手しています。  

Caf6 STUD10  
東京都渋谷区神宮前4－31－10  

YM SquareHARA］UKUIF  

「SMOKERS、STYLECOMPETITION」  
2007 プロポーザル部門 最優秀賞作品  
を元にした新たな分煙空間  
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取組みをより一層進めていくために  

参考資料①   

l「受動喫煙に関する施設調査」  
l対象：   神奈川県内に所在する健康増進法  

l  第25条対象施設  

l標本抽出法：無作為抽出  

l調査期間：2007年10月17日～10月31日  
！有効回収数：学校149、スポーツ施設139、  

神奈川県「受動喫煙に関する施設調査」における  
健康増進法第25条（受動喫煙の防止）の認知度※1と  

％  

受動喫煙防止対策の実施率※2  
博物館・美術館115、公民館等集会所112  100  

90  

80  

70  

6（〕  

劇場・映画館 93、ゲームセンター等娯楽施設138、l  
病院・診療所123、老人ホーム等社会福祉施設129、！  

官公庁施設132、金融機関140、  
百貨店・デパート15、スーパー・小売店162、  

飲食店146、ホテル・旅館107  

l※1設問「あなたは健康増進法第25条で、学校、病院など！  
lの多くの人が利用する施設の管理者は、利用者の受動  
！喫煙を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなけ  

∩
）
 
 
 
 
0
 
 
 
 
n
U
 
n
）
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4
 
 
 
 
3
 
 
 
 
2
 
 

ればならない、と定められていることをご存知ですか。」  

i回答選択肢「知っている、知らない（今回の調査ではじめ  

lて知った）」  

！※2設問「貴施設における受動喫煙を防止するための対  

策状況を次の中から1つ選んでください」  

l回答選択肢「①敷地内を禁煙、②建物内を禁煙、③喫煙  
l室や喫煙席、喫煙フロアーを設置し、煙が喫煙場所から  
l禁煙場所に流れないようにしている、④喫煙コーナーや  

l喫煙席、禁煙席を設置しているが、煙が喫煙場所から禁 ！煙場所に流れることがある 
、⑤昼食時間帯などの一定の  
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！顔面帯は、禁煙にしている、⑥その他、⑦対策はしていなl  
iい」  l  

iなお、本「施設調査」は、この設問以降①から⑥（何らか  
lの対策をしている）と⑦対策はしていないとに分けて設問  

lを設けているため、ここでは①から⑥と回答した施設の合  

こjせ2讐攣竺野望雪空竺至璧竺」空軍望ヒで且 
‖ 

「受動喫煙に関する施設調査」より作図参考‥神奈川県website http：／／www・Pref・kanagawa・jp／P「eSS／0712／032／betten2・Pdf 29   



取組みをより一層進めていくために  

参考資料②－1  

諸外国における喫煙場所規制の影響に閲し、飲食店の売上減少や酒類の売上減少な  
どの影響を伝える数多くの報道の一部  

轡 アイルランド  

“DIAGEO社はアイルランドでのど－ル販売が5％低下したと昨日発表。同社によると全面禁煙により顧客が  
自宅で飲食する傾向が高まったことによるとのこど’  

The［rishTimes 2005年9月2日  

轡 英国  

“この夏中、リノベーションエ事が各地で行われた。7月1日のデッドライン（全面禁煙）に向けて、適  

切な屋外エリアを作るため数百万ポンドの費用が責やされた”  

lrishPost 2007年7月27日  

“BIl（英国パブ協会）およぴFLVA（英国自営酒類販売店協会）加盟店2708軒を対象に行われた調査によ  

れば、イングランドおよぴウェールズのノけの売上は、喫煙場所規制畢入後7・3％減少したという”  

“BHは、今後3、4年以内に5000軒のパブが廃業するだろうと予想している ”  

“FLVAのCEOのTonyPayne氏は、「伝統的な労働者向けのパブは一番の打撃を受けた。屋外で喫煙者  
に対応するスペースのない店はとりわけである」と語った”  

PubIic∂∩ 2007年12月17日  
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取組みをより一層進めていくために  

参考資料②－2  

諸外国における喫煙場所規制の影響に閲し、飲食店の売上減少や酒類の売上減少な  
どの影響を伝える数多くの報道の一部   

アメリカ   

“経済学者のRobertFleckおよぴAndrewHanssen両氏は、25年間にわたりカリフオルニア州の267都市の四  
半期ごとのレストラン売上データを分析した”   

“その結果、州による喫煙禁止措置の影響は約4％で、統計紺こ有意であった”  

TheRegiona［Economist 2008年1月号   

ドイツ   

“ドイツホテルレストラン協会（DEHOGA）によれば、喫煙禁止措置により人々が外食することが減り、2007年か  
ら規制適用を受けた店舗の15％は売上が約50％減少したという。 

”  

DeutscheWeIIe 2008年1月14日  

し丹て フィンランド  

“FinnishH。telandRestaurantAssociationの調査結果によれば、2007年夏にフィンランドで施行されたレス  
トランの喫煙場所規制法により、食事よりも飲酒の比重が大きいパブやレストランでの売上がほぼ3分の1  
過少した。また15％のレストランで雇用が減少した”  

EsmerkFinnishNews 2007年12月28日付  
31   



取組みをより一層進めていくために  

参考資料③  

選択分煙について  

ぃ炉う／、しりたノナに1■針目ないJ、、リノた夕日ニ  カぱ存おぢ八の方々へ  
ぃで■一・り三什叛∵ 伸軋りり．7ノミトモニt’い  ○分煙の塾塑ヨ≡筏01フ′7り万頚・」ノいて○虹且琶巾、1′モにノいて○茸霹仁ゴご蝕し八TOごナ；竺二覇王ミ賓口  JT  

トノブヘーシ  」Tのガ壮への考え方 こ 空間分僅 ＝ 別封悸 ニ ケ潤コンサルタント・－二備一■＝ 未納椚聖 二 その他のガ控卒倒  

分煙ニュースl選択」票  

ナン】∵ンⅣ＋一座冊久予lぃ とモ／iさ・土亡】  

糟 の 声  加俸lコ伺Ib・とう かf■ひこ】  

しじ幕〃j繁晃子耳11あ・ノよせん  

選択分煙  
について   

£鴫の入リDのサイン壱恵一こふり、ヒL．ここの顎えろ  

Jユlモ9－．唱えエ．いム措か宣子め伝えるこ上て  

占l幕を1－1邦丁ろわこフかを越伏して涌くナナ笥た式て丁  

ト 
－ 
一  

巨がイチム  
たばこか職jるお店のサイン例  

良日日囚国  

たはこか吸えないおはのサイン例  

臼国国  

32   JT website：http：／仙ww．bun－en．COm／  



蜃埠3  

2008年11月  
フィリップモリスジャパン株式会社  

思慮拙こ厳粛さカT仁一る鰐静ば、フ′リップモリス ジャハンが＿井倉＃の崩壊／こ基づいて訪■リ岩穴、倉詰ノ乙丁い云界煮／ニついて‾ぱ、摩仰の磨虚∠と  

去′′二、子の」F原理．か舞わ力丁仁】′£拶合力・あdこ∠きご7廓一肌ばすJfた、禁＃の．拝打廉いこ木＿好ガを音三者へ窟炭ダ‾石ごとばお産′モ√亡言い、   



弊社のご紹介  
CompanyProfile   



たばこと公衆衛生政策  

フィリップモリスインターナショナルは、たばこ製品の製造、マーケテイン  
グ、販売、使用に関する包括的な規制を支持します。   

◆  



環境中たばこ煙と公共の場所における喫煙  

環境中たばこ煙とは、火のついたたばこの先端から出る煙（ガス と 状と粒子状の物質からなる）、喫煙者が吐き出す煙を合わせた  
もののことをいいます。  

◆  

◆公衆衛生当局は、環境中たばこ煙が、成人の非喫煙者に肺がん   
や心臓病などの疾病を引き起こし、また子供たちに喘息、呼吸器   
感染、乳幼児突然死症候群などを引き起こす原因にもなる、と結   
論づけています。  

◆環境中たばこ煙のある場所にとどまるかどうか、また喫煙者であ   
れば、いつどこで喫煙するかについての判断は、環境中たばこ煙   
が健康に及ぼす影響に関する公衆衛生当局の見解によって導か   

れるべきです。  

◆また、特に子供への影響を考えて、子供の周りでは喫煙を控える   
など、十分な配慮が必要です。   



世界の公共の場所での喫煙規制状況  

＊国・連邦レベルでの規制についての調査。州レベルでの規制は対象外。   



主な国における公共の場所での喫煙規制の状況  

●2007年7月1日から、学校、職場、医療機関、レストランの室内外、バー、クラブ、劇場、航空機、空港、鉄道、駅、フェ  
リー、バス、デパート、博物館、銀行、スポーツ施設において全面禁煙。  

●学校、病院、公共交通権開などが、禁煙。  
．2005年1月に屋内喫煙規制が施行され、職場、レストラン、バー／クラブ、デパート、博物館、金融機関、ホテル、スポー  
ツ施設などでも原則として禁煙だが、重などで完全に分離した喫煙室を設置することが可能。（飲食の提供は可能）  

・2006年1月から、国レベルおよび幾つかの地域において、学校、職場、医療機関と、デパ→ト、美術館、銀行、娯楽施  
設、ほとんどの公共交通機関などの公共施設で禁煙。  
・喫煙は、バーやレストランにおいて、面積が100ポ未満の店舗では、喫煙ルールを決める裁量が事業主に認められて  

おり、喫煙が許された店舗でのみ可能。100ポ以上の店舗では、完全に分離された喫煙席の設置が可能。（飲食の  
サービス提供は可能。喫煙可の店舗／喫煙席への未成年者の入店／入室は不可  

屋‰ベルでの卿  

．2007年9月、連邦レベルで官公庁施設、公共交通機関、駅およびプラットホーム、及びフェリーでの禁煙法が施行。  
学校では、一部の職員室を除き、全面禁煙。  
・接客業においては、2008年3月以降、業界内の90％以上の施設において、店舗面積の50％以上を禁煙席とする事を  
政府と業界が合意。  
・公共の場所での喫煙を制限する州レベルでの規制があり、′くイ工ルン州を除いて、分離された喫煙室の設置が可能。  

魯・  
．現時点において、連邦レベルの規制はない。現在、29の州で州法による規制があり、37の州で自治体による規制が  
ある。また、14の州が、州法によりレストラン、バーを禁煙にしている。   



日本における社会事情   



公共の場所の種類と喫煙についての基本的な考え方  

く｝  
バーやレストランなどの事業者に対して、喫煙を  
禁止することや制限すること、もしくは喫煙でき  
るようにすることを決定する裁量が  

認められるべきと考えます。  

人々が行かなければならない場所では、  
禁煙を含む規制を行うべきと考えます。  

■ ■ ■ ■ ■  ll■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 一  1■「 コ コ  「 二＝Ⅰニコ 「  

未成年者を主な対象とした  

施設（学校、福祉施設など）においては、  

喫煙は禁止されるべきです。  

喫煙が許された場所においては、その施設管理  
者が、「環境中たばこ煙は、非喫煙者の病気の原  
因となる」という公衆衛生当局の結論を掲示する  

ことを義務付けるべきと考えます。   

こミJ   
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＝＝≡二   BATについて  BRITISH A椚ERIC几N  
TOb几⊂CO  

IAPAN  

BATグルー  

．ブリティッシュ・アメリカン・タバコ・グループ（BATグループ）は1902年に 。   

現在、約180ケ国で事業を展開しグローバルたばこ市場で17％を占める世界  
第2位のたばこ会社。  

従業員数53，000人。40ケ国に47の生産工場を保有。  
各国のグループ会社が、グローバルな原則および基準を踏まえつつ、ステー  
クホルダーの意見も取り入れながら、幅広い裁量をもづて業務運営の責任を  
担う分権的組織。  
2002年にたばこ会社としては初めてソシヤール■リポートを開始した。（CSR報  
告書）  

BATジャパン概  

． BATグループは1984年に日本における事業を開始し、関連会社の統合を経て   
2001年ブリティッシュ・アメリカン・タバコ・ジャパン（BATジャパン）設立。  

■・本社所在地は東京都港区。  

■ 社員数約950人。  

． 日本のたばこ市場で約11％のシェアを有する第3位のたばこ会社。  

■ 2003年に第1回CSR報告書を発行。   



ステークホルダーとの関係  蒜⊥  8t11T暮Slt A机ERl⊂AN  
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 から継続して実施してきた。議論の多いたばこという商品を扱う会社として、ステークホ  

ルダーの意見や考えを理解し、それを踏まえて事業を進めることが当社の社会的責任  
であると考える。  

■   ステークホルダーとは、当社の事業に利害関係を有するすべての法人、その他の団体  
（非営利団体を含む）および個人をいい、官公庁や従業員も含まれる。  

今年度上期に行ったステークホルダーとの対話や調査によれば、ステークホルダーが  
最も関心を有しているのは「未成年者の喫煙防止」である。次いで、「喫煙マナー」、  
「受動喫煙」を含む「分煙」に関連するもの。3番目が、「企業の社会的責任」および「低  
リスク製品の開発」であった。  

当社に寄せられた一般の方々の意見においても、「未成年者の喫煙防止」が最大関心  
事であった。また、最近は「禁煙」「分煙」が進んできているが、喫煙者のために喫煙で  
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きる場所を確保することも必要との声も寄せら  
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■   特定の場所において非喫煙者が、心ならずもた  
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いる。  法として、「禁煙」ではなく「分煙」を期待するステー  

■   喫煙者の多くは喫煙の健康への影響に関心が高い。その点からも、低リスク製品の研  
究開発を推進していくことが必要であると考える。  

2   
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て  

二  
受動喫煙防止策についての考え  BRITISH A椚亡Rt亡AN  

TOもACCO  
IAl■AN  

受動喫煙防止策については、公共的な場所や施設での喫煙規制並びに事業  
者の取組みにより一定の成果を上げていると考える。「最近は分煙が進ん  
でいる」と分煙を評価する一般の方々の声が当社に寄せられており、引き続  
き分煙による受動喫煙防止に向けた取り組が必要と考える。  

受動喫煙防止策の策定にあたっては、喫煙者、非喫煙者、および（喫煙者と  
非喫煙者の双方を顧客に有する飲食店等の）事業者が受け入れることができ  

る現実的な防止策を支持する。  

喫煙者が喫煙できる場所が減少していることも考慮する必要がある。  

屋内においては、喫煙者に対し喫煙できる場所を提供しつつ、非喫煙者には、  
心ならずもたばこの煙に曝されることがないよう十分配慮された環境を確保す  

ることが、受動喫煙を防止するための現実的な取り組みと考える。  

無煙たばこ製品の一つで、加熱せずに使用するスウェーデン型スヌースは、  
たばこの煙に曝される状況をなくすことができる。   



ーーご  受動喫煙防止策の提案  8R一丁ISH A～1ERt亡AN  

ToB几CCO  
靂A【〉A下J  

喫煙者、非喫煙者、事業者が共存している現実を踏まえた上で受動喫  
していくことが、実行可能な解決策を見出すための  煙の防止策を検   

最善の方策である。  

喫煙者、非喫煙者、事業者それぞれが受け入れられる「分煙」の  
推進を提案する。不特定多数の者が使用する公共的な施設や公  
共交通機関における屋内での喫煙規制を引き続き推進し、一方、  
利用者が自らの判断で使用するか否かを決定できる施設につい  
ては、施設を管理運営する事業者に「禁煙」、「分煙」、「完全分煙」、  
あるいは「喫煙可」を選択する裁量を与えるべきである。  

分煙には喫煙スペースと禁煙スペースが仕切りで区切られた完全  
分煙に加えて、室内を喫煙スペースと禁煙スペースに分ける分煙  
やランチタイムを禁煙にするような時間帯分煙も含む。事業者は  
施設の入り口に喫煙に関するこれらの条件を明確に表示し、利用  
者が当該施設を利用するか否かについて適切に判断できるように  

すべきである。  4   
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8RITISH AルIERtCAN  
TO8A亡CO  
IA嘉一AN  

海外の喫煙規制の事例   

6  



屋内喫煙規制で考慮すべき点  ご  8RITISH A肌ERtぐAN  
To8几CCO  
IAPAトJ  

■ 施設オーナーによる屋外喫煙施設の費用負担  

■ 家庭内での受動喫煙の増加  
■ 施設（レストラン、バー、パブなど）の収益減と雇用の喪失  

■ 新たに喫煙場所となった屋外での騒音問題  

■ 喫煙者の疎外感／被差別感  

7
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■ ■   
箱幣  

イギリスの飲食店の事例  BIllT暮S11A明ERt亡八N  

Toti几CCO  
IA【IA「J  

パブを経営するあるオーナーは、公共空間及び  
職場における全面禁煙が施行される2007年7月  
を目前に控え、屋外に喫煙スペースを設置しなけ  
れば、21年間続いたビジネスを継続できないと判  
断。  

屋外にバーを造り、喫煙者が屋内から締め出さ  
れた疎外感を感じないよう配慮したが、オーナー  
の費用負担は大きい。  

オーナーの乗用負担：総額約320万円（£1＝￥160）   

・悪天候でも利用できる防水加工のテーブルと   

椅子を使用  

・バーには明るいライトを設置  

・テントの内部に照明と冬用のヒーターを搭載  

■ テーブルの周りに冬用のヒーターを設置  

8   
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8111TISH AルほRt亡AN  

TO8ACCO  
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BATの分煙事例  



巴≡  愛宕MORIタワー内のスモーキング・ルーム  BR‖「lSH AMERl亡几N  

Tot‡ACCO  
】AドA～  

BATジャパン本社が入居している港区愛宕にある愛宕グリーンヒル  

ズ、MORIタワーは森ビルが経営するオフィスゼル。ビル内は全館禁  
煙であるため、2階エントランスでの喫煙者が目立ち、森ビルは200  
8年2月に、館内2階にスモーキングルームを設置し、喫煙者は午前  
7時から午後11暗まで利用が可能。  

効果的な換気装置＊、パワー脱臭フィルター搭載の空気清浄機＊＊  
煙を吸い込むテーブルと自動消煙型灰皿を設置  

＊）排気フアンを新設し、既設外調機ダクトからの分岐を行う  
排気風量3，300m3／h、給気風量3，200m3／h   

＊＊）二段式電気集塵方式、集塵効率82％   



’ ・一・ ｝ ■▲・rヽ■■ヽ  

二二二二  

二  成田空港第1ターミナル  BRITISH AルIERt亡AN  
To8ACCO  
り川欄N  

大型排気装置  2008年1月開設  

空気清浄機   

全面禁煙である空港内において、喫煙者に対して快適な喫煙空間を提供している。  
大型の排気装置を天井に取り付け、テーブルの下に空気清浄機を装備している。  
灰皿は、消煙型をテーブルに埋め込んでいる。   



＝⊥   
二  イダノア ローマ国際空港  BRITISIIA桐ERl亡AN  

Tot主几CCO  
：Aい一＼＼  

2006年5月に開設したスモーキングうウンジは1時間に100人の喫煙者が利用している。  

天井に、排気装置を設置  

排気／給気風量6，000m3／h  

12   
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払RITl帥＝hほ射≠姑  

l、ぐ＝l．．1し亡0  

1八i〉∧トi  

庖 一ト  

世弊保健機慄、朴化÷鋸虻に言（theUnitedStatesSurgeonGeneraF）や、そ才〉他  

・ノ】）公上期酬矧勤ま、受動喫頼または相接噂削が肺がんや心臓病、肛ホの呼吸≠漱漫湾  

ピソ里1ミヤな疾砧フ減刑ノう ▲つになると結．綜づりていま－㌻   

は、支動喫枠かどの捏也て溝 
これ⊥二）J）機関右ぶ■‘安全なJ「）かは川卜うかでない．とし＿、1）11ニ  
J）上片eの岬曹を矧卜㌻ることがJl▲ヱ削¶〕公衆柘′Lり策になろと乱浩㌧てい宝す   

仏たちの科学‥ノ拍り樟  

ノ、却小難甘二什うリスクは捜イ畔．調杏で榊王されています これ弓誹侶恒小人†∴巨′ニ  
ュ7‾－トを川い、叫即隼賞土H婚Lている非喫埋苫の女刊」とこ り冊射出㌢二捌持しノてい  
る▼頼喫砕石の亮刊！における肺がん等の▲11一用．ミヰミを比帖していますl｝  

り巾か′しに閲しては、ノ誹舶酎ホ掴査の紺≠、に期にわたりノ乏軌喫拙こ曝されている井喫増澤け用出川tJリースクは1．3で  

あることガ周計上ざれ‾〔います1甘け、川中ノスシ1は1ノスタJ清いことを貴昧します．＝長期にわたる喫煙かち．重±こる  

帥がん柑慰の附柑lV十スッほ2D以卜です「、   

心帖媒想についても、′甜J喫拙こ噸ざれている井喫劇蛸す相拉川リリスリは約1．3であることが大桐棚な調香㍍黒に  
より幸酎－f・されています喫砕石の心願粧馴躍如封侶川勺リスクは3－、5です 

多くJ〕疫学抑よ、仙ホ川中∴スシが2」・・誹でほ疾態との闇辿購が弱く、関連■性が廉い場了‡と比べると敷仙化守るの  
が難しいとの兄姉をホしています一，おそら＼∴什帖宜痴情で鞘2子されてい各州対的リスうガ2来満であるため、  

し≠乃調ホが紙言Il‘l勺什点件に迅Lていないとノ土tわれ莞す「，   

喫煙者を両親にもつ捏童の呼吸㍊叛患朋庖と、で之軌喫拙が軌よの右＝ノミを二邑Hヒさせるかとうかについての付け瑞．そiブjミ  

ご、隻動喫燻は児童の呼吸都城虻のリスクを高せる叶佳作ガ凄け、また＝批卜刀症りガあるノ・、についてほその舶．1ミ  
キ悪化させかj」‘脂性カミあること示唆Lています  

鮎紬に廿・ヨ→る払た㍉丑服り親み  
払たちと、非嘲一拍と‖鮒享侶り」‾紆利益を調整しJ、また」岬仰桐1心な上1寸、もノ1二托川畑こ咽キ．ぞ1る二王に．なろ状  

さしl使帖小化さ・けるたれ「）刷iりを女川します．   

払たちは、甘相即新〕柚ノ、jにおけるl隕姓を制肘H‾ることな上手、‡L、現碑け）必豊性を．i．ど．チ哉しています．払たち㍑ま  

た、禁理エり7′キ，仏性するとともに、卿－．蛸に（ま嘲■．■甥両・㌢捏倶するなと、jl、り州別‖批hキヒ持してい安  

杜た㍉k、すべてnノ＼とバウンスキとr）′なが上誹11対l鳩1㍍）裾′1をキスています ．‡、†三てノ・こ！i  

＿ ・ ご  

哩咋と二侭．も．ミに一1いてf．よ  」ノ－－、、l：・ －、＿仁一－ください ／←－ノ  
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